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公布された規則のあらまし

◇鳥取県警察手数料の免除に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

地方公共団体の職員が、その職務に関して使用する目的で救命索発射銃又は麻酔銃（以下「救命索発射銃

等」という。）を所持することは公益性が高いため、この場合における救命索発射銃等の所持の許可、所持許

可証の書換え及び所持許可証の再交付の事務に係る手数料を免除できることとする等の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 地方公共団体の職員が、救命索発射銃等をその職務上の必要により所持する場合には、救命索発射銃等

の所持の許可、所持許可証の書換え及び所持許可証の再交付の事務に係る手数料を免除できることとする。

(２) 手数料の免除事由のうち慈善又は援助のために道路を使用するときに道路の使用の許可等の事務に係る

手数料を免除することができることを定めた規定中、民法第34条の法人を一般社団法人若しくは一般財団法

人に改める。

(３) 施行期日は、公布日とする。
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規 則

鳥取県警察手数料の免除に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月２日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第95号

鳥取県警察手数料の免除に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県警察手数料の免除に関する規則（平成17年鳥取県規則第76号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中表の細目の表示に下線が引かれた表の細目（以下「移動表細目」という。）に対応する

次の表の改正後の欄中表の細目の表示に下線が引かれた表の細目（以下「移動後表細目」という。）が存在する

場合には、当該移動表細目を当該移動後表細目とする。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（表の細目の表示を除く。）を次の表の改正後の欄中下線が引かれ

た部分（表の細目の表示を除く。）に改める。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（警察手数料の免除） （警察手数料の免除）

第２条 鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例 第２条 鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例

第38号。以下「条例」という。）第４条の規定によ 第38号。以下「条例」という。）第４条の規定によ

る警察手数料の免除は、次の表の左欄に掲げる警察 る警察手数料の免除は、次の表の左欄に掲げる警察

手数料の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる 手数料の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる

免除事由のいずれかに該当する場合に限り、これを 免除事由のいずれかに該当する場合に限り、これを

行うことができる。 行うことができる。

区 分 免 除 事 由 区 分 免 除 事 由

１ 条例第２条 地方公共団体の職員がその職務

第１項第23号 上の必要により銃砲刀剣類所持等

（同号イに掲 取締法（昭和33年法律第６号）第

げる区分に係 ４条第１項第２号に規定する救命

るものに限 索発射銃又は麻酔銃を所持すると

る。）及び第 き。

27号に掲げる

事務に係る手

数料

２ 条例第２条 (１)～(５) 略 １ 条例第２条 (１)～(５) 略

第１項第32号 (６) 一般社団法人若しくは一般 第１項第32号 (６) 民法（明治29年法律第89

及び第33号に 財団法人又は特定非営利活動促 及び第33号に 号）第34条の規定に基づき設立

掲げる事務に 進法（平成10年法律第７号）第 掲げる事務に された法人又は特定非営利活動

係る手数料 ２条第２項に規定する特定非営 係る手数料 促進法（平成10年法律第７号）

利活動法人が慈善又は援助のた 第２条第２項に規定する特定非

めに道路を使用するとき。 営利活動法人が慈善又は援助の
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ために道路を使用するとき。

(７)～(９) 略 (７)～(９) 略

３ 略 ２ 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


